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都 市 経済 と港湾機 能 の変 化

山 村 学

（明治学院大学）

目次

1. はじめに

2. 都市経済の発展と港湾機能

3. 安定成長下の都市経済と港湾

4. 今後の都市経済発展と港湾の課題

1. はじめに

わが国の経済成長と物流革新の聞には種々の相互作用がみられてきた。乙

の乙とは既に先学諸氏の分析によって明らかにされている通りである ~ l )

そ乙で，今日の如き都市経済の発展過程をたどってみると， 一面において

は物流革新の進展とともに高度な分業化や諸商品取引の集中化などが進んだ

と理解する乙とができる。しかし，高度成長過程においては，地方産業都市

や大都市への経済力集中が政策的に展開されてきており，その加速度合が高

まったのも事実である。

したがって都市経済発展の原動力的一要素といわれる港湾は，物流革新の

過程においてその機能を大きく変化させてきている。例えば，主な指標とし

て速度，取扱量，省力化度合などの面からとらえてみても貨物単位当りの生

産性向上やコス ト低減に大きな効果をあらわ している乙とがわかる。

とζろが，乙のように限られた都市地域に経済活動が集中する乙とは，そ

乙に専門的な諸機能の分担と相互依存関係が成立し，集積のメリッ ト追及が

可能な場となるにもかかわらず，資本主義的経済発展の宿命的問題lζ道遇す

るζとlζなったので－ある。

確かlζ港湾の整備拡充は，都市経済の発展と市民生活の向上lζ寄与する乙
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とを目的として，つぎつぎと新らしい機能や形態のものへと変化せしめてき

た。しかし， 産業構造の高度化と相侠って産業間や企業聞に不均等発展によ

る肢行性が生じ，乙れが大企業中心の系列化や支配強化によってその度合を

強めつつ大都市経済を中心とする ヒイ ラルヒイが形成されてくる乙とになる。

乙の過程lとおいて過疎，過密化や環境悪化なども進んでくる。もちろん，か

かる過程において，種々の対応政策が展開され，乙れに国内外の情勢変化も

加わって経済発展の軌道修正も部分的には行われてきている。

とくに昭和48年のオイ lレシ ョック以降から わが国の経済活動は大きな変

化を余儀なくされるにいたり，乙乙数年来から安定成長を目指す方向への転

換がはかられて今日lζ至るのである。 ζうした都市経済の構造的変化に対応

するためには，港湾機能にも当然の ζとながら変化を要請されてくる乙とに

なる。

本論では，最近における都市経済と港湾機能の変化をふまえながら現状の

事実を再確認して今後の基本的課題と思われる ものをいくつか提起してみる

つもりである ~21

注 (1) ζの分析が明縫IC行われているものの lっとして，広岡治哉編著「現代交

通の理論と政策」 （日本評論社）があげられる。間警の第 i章資本主義の交

通問題を参照。

(2) 本稿の展開lζ際しては今野修平 「都市化と経済の変化からみた大都市港湾

の展望と課題」 （日本港湾経済学会年報 1977年）が適切な分析を行っている

ので，その一部を参考ーにさせていたYいた。

2. 都市経済の発展と港湾機能

都市経済の発展は，前述の如lく分業化の進展や商品取引の集中化によるも

のであるが，乙れには流通機構の整備が相互作用関係で結びついている。乙

乙でいう流通機構とは流通経路，取引形態，流通関係企業の機能，物流施設

などを含め，それらの結合の仕方をさすものであるが乙のメカニズムは商品

の生産，流通，消費という各段階の発展度合と商品の性格によって規定され

る乙とになる。
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そ乙で都市経済発展の基本的な方向をまとめてみると次のようにいう乙と

ができる。すなわち消費市場の拡大は生産，流通の規模拡大につながるが，

一方において生産面の技術革新や流通過程における大量販売，大量物流体制

が確立されてくると消賀市場の拡大l乙結びついてくる乙とになる。また消費

の質的な側面からみると需要構造の変化が生じ，生産，流通部門の対応姿勢

を変えさせながら新商品の登場を促がし，それによってさらに新らしい需要

が創造されてくる0131

つぎにわが国における都市経済の発展と港湾機能の関係をとらえてみる ζ

とにするが，最近の貨物輸送構造Kよってもわかる通り国内向の大半（卜ン

キロ）は内航海運である。また 乙れに外航海運の輸出入貨物を加えてみる

と港湾における貨物取扱量は如何に大きいかが理解できる。

ζれまでの臨海地帯においては地域開発政策の展開lζ伴って重化学工業部

門が進出し，いわゆる産業都市化とともに原燃料や製品の海上輸送度合を高

めてきた。乙れはわが国の国土条件を経済的lと有幼活用して産業構造の高度

化と結びつけたものであり 各都市は新らしく整備された港湾によって消費

市場である大都市との関係を深めながら発展してきている。

と乙ろが，地方諸都市の多くは，いわゆる誘致による外来型の大企業を中

心として発展してきたため，その関連を含めた工業生産のウエー卜が高く，

内発的な地場産業の発展に結びついて乙なかったのであるJい したがって，
乙れら諸都市の経済構造は 前述の誘致産業を主体とした活動と一体化して

いる面が多く，いまだに開発の延長過程なのか，または乙れが帰結というべ

きなのが判然としていないといえる。

一方，大都市においては中厄管理機能の集中化や都市型の 2, 3次産業化

が進み，乙れを都市周辺部K拡大しながら大都市圏を形成してきている。ま

た，港湾においては地方諸都市や大都市周辺部からの製品及び半成品の受入

れと海外貨物の積み卸しが専用，専門埠頭を中心lζ行われており， l大商品

市場形成の機能を如何なく発揮している。

都市経済の発展と港湾機能を，乙のような角度から眺めてみると，これま

での地方3者都市の経済構造や港湾機能は大都市のそれを反映する形になって
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きたといえるのではなかろうか。

注 (3) 流通経済発展のメカニズムについては，乙のような展開が主流となってい

る。田島義博著「流通機構の話J （日経文庫）， 「流通経済用語辞典」 （日

経文庫）なとを参照。

(4) 乙の検討内容は日本港湾経済学会年報（ 1979年）「都市と港湾」において

拙稿の 「都市化の進展と港湾問題」で展開している。

3. 安定成長下の都市経済と港湾

わが国の高度成長期を振り返ってみると重化学工業を中心とした産業構造

の高度化がはかられ，設備投資と輸出を主導力としながら都市経済の発展を

うながして，前述のような産業都市化や巨大都市圏化を進展させてきた乙と

がわかる。しかし，昭和40年代の後半に入ると，このような経済構造は，か

つての景気循環という局面からとらえるのがむづかしくなってきており，乙

れまでのような単純な対応策では解決できない状態になっていたのである。151

その後オイルショックを契機として安定成長路線への転換が進められるわ

けであるが， ζの過程において都市経済と港湾機能が除々に変化してきてお

り，今日ではさらに安定成長を指向する方向への変化が定着しつつあるので

その主なものを採り上げてみる乙とにする。

(1) 都市経済と港湾機能の変化

まずマクロ的な面から眺めてみると，物流量（ トン及びトンキロ）と実質

GN Pの伸びはトン数の実質GHP K対する弾性値の場合lζ多少なりとも垂

離傾向を生じてきている。しかし卜ンキロベースでの弾性値の方は比較的相

闘がみられるものの，乙れも品自による輸送原単位と最終需要構成の変化分

が関係している乙とを見逃せないわけである（表 1）。また， GH P構成要

素の中では公共投資，民間設備投資，住宅投資などの動向が物流量の増減lζ

大きな影響をあたえている。

つぎに輸送品目別の量的形態的変化，輸送手段別の分担変化や輸送経路，

荷捌方法等lζは後述するような変化がみられるものの総じて拡大基調の方向
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表1 要因別輸送 トンキロの変化 は認められなくなっている。乙れ

は各主要産業において省エネ化や

技術開発，高付加価値製品化など

が主体的活動とされてきた乙とと

商取引や物流過程の近代化， 合理

化が進められてきた乙とに加え，

国内の消費市場が新規拡大よりも

むしろ更新型の安定需要K主流を

移してきた乙とにあるといえよう。

乙れらの乙とは，いう迄もなく実

質GN Pの伸びを小さく し，経済

活動の活発化によってもたらされ

る物流需要の誘発度合も大きくな

らない乙とを意味するものである。

(!.GI・ ンキロ）
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。
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GNPJ礼校

の変化分

45～50fF-J旦

出所・ II川口55年度逆輸1'1,1r- さらに近年の傾向と して諸都市

を中心lζ物流需要の少ない第3次産業が伸びてきているし，第2次産業にお

いても大量物流lとつながる基俗資材型産業から加工組立型産業へのウエー ト

が増加してきている。また輸出入貨物については品目，形状などに変化がみ

られるものの量的な伸びとは結びついていないのが現状である。

そ乙で都市経済と港湾機能の主な変化を追ってみると，基本的には安定成

長への体制作りを主体としたものである乙とが確認できる。

例えは‘主要諸都市では，そのための行財政改革が種々の角度から進められ

ており，人員削減，機構や組織の統廃合などをはかりつつ，一方では都市の

特色をもっ地場産業によって内発的発展を促がすための育成や振興策が講じ

られてきている。もちろん，乙れらと結合した市民生活の向上もはかれてい

る。

また，地方の産業都市においては生活関連施設の整備や雇用機会の創出に

必要な関連産業立地の促進，さらには地方定住化の推進などを展開してきて

いる。そのために「新産都市鐙設および工特地域整備のための財政上の特別
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措置に関する法律」が新らたに 5年間の再延長となったのである。

つぎに大都市の経済活動をになう諸産業の動向をみると，市街地内lζあっ

た中小商工業者や物流業者などは安定成長lζ対応する近代化，合理化をはか

る乙とを目途として一部のものが港湾地域lζ団地を形成し，また道路志向型

のものは内陸団地へと転出してきている。乙れは旧来の市街地再開発による

環境整備とも関連しているが団地進出の各企業閣でtは共同化や協業化による

メリット追及をはかつており 最近その効果が多くの事例で示されるに至っ

ている。

しかし物流業界の場合は 一般の商品生産と異って市場のメカニズムが作

用しない乙とや公共施設の利用依存度合が高い乙となどから前述のような共

同化，協業化その他によるメリッ卜追及に限界があるわけであり，最近はこ

れと裏腹1C::変化してきている問題にぶち当っている。というのは荷主や利用

者が物流の質的サービス向上とコスト低減を目途に業者の選択をよりきびし

くしてきたからである。

乙れは利用者側とすれば，安定成長になると競争激化に対応してし、かねば

ならないし，商品の多種少量化に加えてユーザーのニーズに応えていくには

物流面での確実性，機動性，低廉性なとを中心K，よりすぐれたサービスを

必要とするからにほかならないわけである。

(2) 安定成長下の都市経済と港湾

今日におけるわが国の諸産業は資源，エネルギーおよび環境などの制約が

強まる中で国際分業にも応えながら経済の安定的成長を支えてし、く方向をた

どっているといえる。乙れは省資源 省エネ型で付加価値の高い知識集約型

の産業へと転換してきた乙とを示すものであり，地方の産業都市や大都市に

おいてもとれらの乙とが確認できる。

例えばエレクトロニクス I C コンビューターなどの諸産業や乙の応用

による機械機器産業の成長に加えて新工業材料（ファインセラミックス，炭

素繊維，炭化珪素繊維，ガラス繊維および乙れらとの複合材料など）も間も

なく 出現がみられようとしている ~6'



都市経済と港湾機能の変化 79 

また，一方では需要の高度化や多様化を反映する第3次産業の成長が家計

面（教育，医療，文化，スポーツ，その他レジャーなどのサービス）と産業

面（研究，技術，管理などのソフトサービス）で拡大してきている。

さらに輸出構造をみると商品の高級化，高付加価値品化が進んでおり，素

材輸出の鈍化をうめ合せる形となってきている。また輸入面では重化工業に

おいて使用原燃料の原単位向上や中間財への代替化などが進んでいるために

その量は鈍化傾向にある。しかし，他の輸入品については国際分業化や新ら

しい産業構造への転換などによって生産財，資本財および生活関連の諸消費

財に至るまで「｜］広く拡大しているが，これらも量的には多少の増加にとどま

っている。

したがってかかる都市経済活動の変化は港湾の物流構造にも影響をおよぼ

しているわけであり，その主なものとしては，まず国内外貨物がOD，形態，

品目，量的割合で変化してきているととである。もちろん，乙れに見合った

港湾施設の整備拡充も進められているが，他方，量的な面からの充実をはか

る必要から最近はさかんにポートセーノレスが展開されている。また，乙れに

加えて船舶が省エネ，省力（自動化）船化やシステ輸送化などをはかつてき

ているし，港湾管理者側においても新らしい管理運営体制の確立が進められ

ている。

つぎに港湾と都市内および他地域を結びつける輸送手段としては， トラッ

クが戸口性，機動性，迅速性，｛確実性などの特性をもっている乙とと道路が

整備拡充されてきている乙とから利用者のニーズに適合し，その依存率を高

める結果となっている。しかし，今日のような安定成長下では量的拡大がは

かれないために車両の近代化 省エネ化，効率的な輸送システム化などによ

る経済性の追及が行われている（表2）。

以上の通り，本章では安定成長下における都市経済と港湾を概括的lζ眺め

てきたに過ぎないが，主意としては安定成長が高度成長の縮少と異質なもの

である乙とを述べたかったわけである。そこで 乙の異質な面をふまえなが

ら今後の都市経済発展と港湾の動向からみた課題をとり上げてみる乙とにす

る。
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表2 輸送機関別主要品目構成比 （トンキロ）

注 (5) 乙の分析は宮沢健一，森谷正規編「80年代の基縫産業」 （筑摩書房） Iとお

いて素材産業の lつである鉄鋼業をとり上げ，拙稿「鉄鋼産業」で展開した

ものである。

刷新工業材料については新日本製蜘附総合調査部がまとめた「新工業材料の

展望」 （調査統計月報8月号No.135) 〔但し社内限定〕にくわしく述べられ

ている。

4. 今後の都市経済発展と港湾の課題

(1) 安定成長についての基本的認識

コンテナによる海陸複合一貫輸送体制を進展せしめたのは，世界的lζ高水
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準の生活と賃金をほ乙り，安定成長化を目指す米国と北欧であったわけであ

る。今日のわが国でも生活と賃金水準は向上しているが，今後もとれらはさ

らに向上がはかられていく乙とになる。しかも海外依存度の高い資源，エネ

ノレギーは省資源，省エネ化を上廻る価格上昇が考えられるし，環境保全も含

めたその他の経費も上昇していく乙とになるといえる。

乙れは何もコンテナを引き合いに出した物流部門lζ限られたものではなく，

あらゆる産業に共通していえる乙とであるし，既iζ述べてきたような安定成

長を各産業が指向していくとすれば量から質への向上と同時にコストを低減

させる高能率化がはかられねばならない乙とになる。もちろん人件費の節減

も必要となるが，乙の場合は労働条件の改善と結びついた生産性の向上が必

然性をもってくる。

つぎに量から質への転換については， 一般的な見方として商品の生産，流

通，消費の各段階が多種少量化していく乙とを多様化や高級化してくる構造

的変化と同一視しているものが多L、。しかし，質的変化への対応という面か

らみれば，その商品なりサービスの質が需要のニーズκ合う乙と，すなわち

適質化する乙とであるし，またこれが有効需要となり得るときに，それが適

正価格化される ζとを前提とするわけである。したがって供給側が新産業化

や新製品の開発などを進める場合には，乙の乙とを十分に理解していなけれ

ばならないし，国際分業化に際しでかかる事情の配慮を怠ると，そ乙lζ調整

問題を生ぜしめる乙とになる：1

とくに質的に異る国際経済環境の中では，そのために貿易摩擦を生じて種

々の調整が行われたり，相手国で現地生産化を行うようになったりしている。

乙のような結果をみると，確かに相手国の雇用増大や経済発展lζ結びつくと

とになるが，自国内では雇用減少のみにとどまらず，当該商品の逆輸入とい

うブーメラン効果も生じてくるようになるといわねばならない。

さらに第3点目としては情報処理機能の高度化をとり上げてみるが，乙れ

は経済活動の省力化や合理化ばかりでなくサービス機能の質的向上も含めた

形で進展してきているといわれている。しかし，安定成長とともに成熟化し

てし、く経済社会を考えると，情報処理は単に機械化されるばかりでなく，機
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械化できない想像力や工夫などが求められるようになるといえる。乙の乙と

は裏を返えすと情報処理の特質や限界がわきまえられていない乙とにつなが

ってくる。

つYいて， 最近の労働市場を眺めてみると若年労働者を対象と した考え方

が主体になっているといえる。と乙ろが安定成長の経済は，その成熟化が進

むとともに，一方では福祉の向上や高令化にもつながっていく乙とになる。

とすれば賃金体系を再検討して変化させれば若干労働者にはみられない勤

勉さを中高年労働者から買えるようになるわけである。

(2) 港湾地域における都市的機能の拡大化

今日の主要都市における港湾地域では貨物の量的，質的変化や物流工程の

変化IL.対応し，かつ省エネ，省力化をはかる乙とを前提とした装置化が専門

ないし専用化の形で進んできている。また，一方ではレジャー， レクリエー

ション，環境闘連及び防災などの諸施設や住宅その他の関連施設なとが増大

している。したがって業務中心の機能に加えて社会生活的な機能のウエート

が高まっているわけである。

乙れらの諸都市港湾の中では とくに大型都市が国際化に対応した整備を

中心としているものの，概していえばそれぞれの諸都市が各自の特性を活か

す乙とによってリトル東京的志向から離れようとしており， ヒイラノレヒイか

らの脱皮を試みている面がうかがえる。しかし そのためには各都市が自ら

誇れるものを創出し，安定成長lζ対応してし、く方向での個性化をはかると同

時に，乙れを地域主義と結びつけてそれぞれの都市が主体制をもって実施し

ていかない限り，その実現が困難な乙とは言う迄もない。

すでに諸都市の中には，乙のような面からの魅力や活力が生れてきている

ところもあり，定住圏の形成へと結びつき始めているようにみえるが，もし

そうであるとするならば，国や県単位， レベノレからの協力をもっと強化する

必要がある。何故ならば都市lとは基本的な問題として物理的な繕造からく

る硬直性や企業，個人等の立地に対する執着性などの面もあり，乙れらは新

らしい方向への都市経済や港湾機能の形成を阻害する要因となっているから
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である。

したがって，か、る面からの対応、や財政面からの支援が必要となるわけで

あるが，前述の如く港湾の都市機能拡大をはかつている場合においても，そ

れlζは高度に計画的な方法をもっ乙とが前提になるといえるからである。ま

た，かかる対応策を検討するに当っては，単に経済学の分野のみではなく，

行政学や都市工学，社会学などの総合的な協力，すなわち学際的な協力が必

要になっている乙とも強調しなければならないであろう了］

(3) 港湾における物流機能変化への対応

運政審の答申内容（昭和56年7月6自に運輸大臣に提出）によると原油の

輸入量は，今後とも増加傾向を続け，石炭やLN Gなどの代替エネルギー輸

入も逐次増加するとみている。また，そのために国内備蓄や配送体制などの

増強を必要とする乙とから内航による二次輸送量が主体となって増大すると

しており，他の内外貿貨物では高付加価値製品の伸びが高まるものとみてい

る。

しかし，乙のような予測の根拠には疑問視せざるを得ない面が見受けられ

る。例えば主要産業部門では省エネ化や代替エネ化が積極的に進められてお

り，鉄鋼業の場合にはそればかりではなくオイノレレス製鉄所さえ出現しよう

としているし，電力やセメン卜業界をみても周知のような代替エネ化が進行

している。物流部門では海運の輸送効率向上や省エネ船化が進み， トラック

も燃費性能の向上，輸送効率向上，経済運転や節約運転化，点検整備の徹底

化などがはかられている乙とから，動燃費原単位は低下しつつあるわけであ

る。

また，高付加価値製品が伸びるという ζとは工業出荷額からみても物流2

が低下する可能性が高いといえる。乙の点については具体的事例をあげる必

要もないであろうか，主要素材の一つである鉄鋼材においてもその傾向がみ

られるのである 0(9)

それよりも，今日では一方において使い捨てライターやカイロに代表され

るような低価格の低級品化や代替品，代用品化も進んで，いわゆる二極分化
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がみられる乙とや輸入品Kも国産品の代替化が進んでいる乙となどに注目し，

乙れらとの対比による検討がなされるべきである。また注文生産品化とユー

ザーの在庫圧縮からくる即納要求化などによって，かつては流通過程で行わ

れていた加工その他のサービスがメーカーの生産工程K組み込まれるように

なってきたものもある乙とを考慮K入れるべきである。

いずれにしても，乙れらの乙とが港湾の物流機能lζ変化をもたらす乙とに

なるので，その対応、が今日の課題となる。乙の場合K，まず第 llζ考えられ

ねばならないのは，それぞれの港湾における貨物の取扱能力と機能が，その

都市の今後の経済活動方向iζ見合ったものであるかどうかの検討であろう。

つぎleは湾内ないしは広域経済圏内に位置する諸都市の港湾においては，

それぞれがどのようにしたら適正な分担と相互依存関係を作り上げていける

かというととである。当然のととながら ζれらは都市における他の経済活

動部門との関連を十分配慮に入れて総合的に検討されないと整合性のとれな

いものになる。

したがって，港湾が安定成長過程に対応して合理的な物流機能を発揮し，

その存在価値を明確にし得るような施策の展開へと結び．ついていくためには，

乙の基本的課題への取組みが出発点であるといえるのではなかろうか0110

注 (7) ζのような面から発生した問題への対応をせまられているのは，圏内でも

多くみられるし，かつてシュンベーターがイノベーション論議でー指摘した如

く，乙の対応への如何は産業なり企業の基縫や生存自体を衝く乙とICもなり

かねないということにも結びつくといえよう。

(8) 前渇の広岡治哉編著 「現代交通の恩論と政策J第l¥17頁を参照

(9) 前渇＆「80年代の基礎産業」のrw稿 「鉄鋼産業」227頁を参照。
。。） 乙の基本課題をふまえながら，都市からみた港湾の問題点をとり上げ，都

市問題としての港湾の検討を行った州稿 「都市化の進展と港湾問題J （前掲

日本港湾経済学年報，1979年）を参照。


